
１回目の公表から２回目の公表までの期間の長さは、企業の「事業年度開始日」「認定日」によって変わります。

〇事業年度が４月から始まる企業の場合①（認定は５月）

R4/3/31        R5/3/31  R6/3/31
R3/4/1       4/1  5/1   7/31 4/1   6/30    4/1    6/30

認
定

１
回
目

公
表

２
回
目

公
表

３
回
目

公
表

１回目公表についての
公表前事業年度

２回目公表についての
公表前事業年度

３回目公表についての
公表前事業年度

〇事業年度が４月から始まる企業の場合②（認定は10月）

R4/3/31    R5/3/31  R6/3/31
R3/4/1   4/1   10/1    12/31  4/1   6/30    4/1    6/30

認
定

１
回
目

公
表

２
回
目

公
表

３
回
目

公
表

１回目公表についての
公表前事業年度

２回目公表に
ついての公表
前事業年度

３回目公表についての
公表前事業年度

認
定

１
回
目

公
表

２
回
目

公
表

３
回
目

公
表

１回目公表についての
公表前事業年度

２回目公表に
ついての公表
前事業年度

３回目公表についての
公表前事業年度

12/31  12/31    12/31
R3/1/1  R4/1/1  R4/10/1     R5/1/1   3/31   R6/1/1   3/31

〇事業年度が１月から始まる企業の場合（認定は10月）

■■次次世世代代育育成成支支援援対対策策のの実実施施状状況況のの公公表表ににつついいてて

○特例認定企業は、行動計画の策定・届出の代わりに「次世代育成支援対策の実施状況」に
ついて、毎年少なくとも１回、公表日の前事業年度（※）における状況について公表を行
う必要があります。

※事業年度とは、各企業における会計年度をいいます。

○１回目の公表は、特例認定決定後おおむね３か月以内に「両立支援のひろば」で行ってく
ださい。

○２回目の公表は、公表事業年度終了後おおむね３か月以内に「両立支援のひろば」で行っ
てください。

○直接入力の他、様式例（６９～７３ページ参照）を参考に公表事項をＰＤＦ等で掲載する
ことができます。

      

○同一の子について「育児休業等」と「育児目的休暇制度」の両方を利用した場合は、
１人としてカウントします。

○中小事業主については別途、公表前事業年度とその前の一定期間（最長３年間）を
合わせて計算した値を、任意で公表できます。

○特例の適用を受けていない中小事業主についても、上記①～③を任意で公表でき
ます。

中小事業主の特例の適用により特例認定を受けた場合、特例を適用した事由に関する男
性労働者数を公表してください。

① 公表前事業年度において小学校就学の始期に達するまでの子について、子の看護休暇
を取得した男性労働者数（１歳に満たない子のために当該休暇を取得した場合を除
く。）

② 公表前事業年度において短時間勤務制度等を子の養育のために利用した男性労働者数

③ 公表前事業年度において育児目的休暇制度を1 5 歳に達する日以後の最初の３月3 1
日までの間にある子または小学校就学前までの孫のために利用した男性労働者数

労労働働者者数数がが３３００００人人以以下下のの一一般般事事業業主主のの特特例例をを受受けけてて特特例例認認定定をを受受けけたた場場合合

公表前事業年度に

・育児休業等をした男性労働者数
・小学校就学の始期に達するまでの子について

育児目的休暇制度を利用した男性労働者数

公表前事業年度に配偶者が出産した男性労働者数

（小数第１位以下切り捨て）

の合計数 育児休業等および育児

目的休暇制度を利用し

た男性労働者数の合計

数の割合（％）

＝

(３)公表前事業年度において配偶者が出産した男性労働者数に対する、公表前事業年度にお
いて育児休業等をした男性労働者数および育児目的休暇制度を利用した男性労働者数の
合計数の割合と育児目的休暇制度の具体的内容

         公表前事業年度に育児休業等をした男性労働者数

公表前事業年度に配偶者が出産した男性労働者数

（男性労働者の育児休業等の取得に関する状況）
以下の(１)から(３)について公表すること。
(１)公表前事業年度において育児休業等をした男性労働者数
(２)公表前事業年度において配偶者が出産した男性労働者数に対する、公表前事業年度にお

いて育児休業等をした男性労働者数の割合

＝ 育児休業等をした

男性労働者数の割合（％）

（小数第１位以下切り捨て）

公表事項１

■■公公表表事事項項
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１回目の公表から２回目の公表までの期間の長さは、企業の「事業年度開始日」「認定日」によって変わります。

〇事業年度が４月から始まる企業の場合①（認定は５月）

R4/3/31        R5/3/31  R6/3/31
R3/4/1       4/1  5/1   7/31 4/1   6/30    4/1    6/30

認
定

１
回
目

公
表

２
回
目

公
表

３
回
目

公
表

１回目公表についての
公表前事業年度

２回目公表についての
公表前事業年度

３回目公表についての
公表前事業年度

〇事業年度が４月から始まる企業の場合②（認定は10月）

R4/3/31    R5/3/31  R6/3/31
R3/4/1   4/1   10/1    12/31  4/1   6/30    4/1    6/30

認
定

１
回
目

公
表

２
回
目

公
表

３
回
目

公
表

１回目公表についての
公表前事業年度

２回目公表に
ついての公表
前事業年度

３回目公表についての
公表前事業年度

認
定

１
回
目

公
表

２
回
目

公
表

３
回
目

公
表

１回目公表についての
公表前事業年度

２回目公表に
ついての公表
前事業年度

３回目公表についての
公表前事業年度

12/31  12/31    12/31
R3/1/1  R4/1/1  R4/10/1     R5/1/1   3/31   R6/1/1   3/31

〇事業年度が１月から始まる企業の場合（認定は10月）

■■次次世世代代育育成成支支援援対対策策のの実実施施状状況況のの公公表表ににつついいてて

○特例認定企業は、行動計画の策定・届出の代わりに「次世代育成支援対策の実施状況」に
ついて、毎年少なくとも１回、公表日の前事業年度（※）における状況について公表を行
う必要があります。

※事業年度とは、各企業における会計年度をいいます。

○１回目の公表は、特例認定決定後おおむね３か月以内に「両立支援のひろば」で行ってく
ださい。

○２回目の公表は、公表事業年度終了後おおむね３か月以内に「両立支援のひろば」で行っ
てください。

○直接入力の他、様式例（６９～７３ページ参照）を参考に公表事項をＰＤＦ等で掲載する
ことができます。

      

○同一の子について「育児休業等」と「育児目的休暇制度」の両方を利用した場合は、
１人としてカウントします。

○中小事業主については別途、公表前事業年度とその前の一定期間（最長３年間）を
合わせて計算した値を、任意で公表できます。

○特例の適用を受けていない中小事業主についても、上記①～③を任意で公表でき
ます。

中小事業主の特例の適用により特例認定を受けた場合、特例を適用した事由に関する男
性労働者数を公表してください。

① 公表前事業年度において小学校就学の始期に達するまでの子について、子の看護休暇
を取得した男性労働者数（１歳に満たない子のために当該休暇を取得した場合を除
く。）

② 公表前事業年度において短時間勤務制度等を子の養育のために利用した男性労働者数

③ 公表前事業年度において育児目的休暇制度を1 5 歳に達する日以後の最初の３月3 1
日までの間にある子または小学校就学前までの孫のために利用した男性労働者数

労労働働者者数数がが３３００００人人以以下下のの一一般般事事業業主主のの特特例例をを受受けけてて特特例例認認定定をを受受けけたた場場合合

公表前事業年度に

・育児休業等をした男性労働者数
・小学校就学の始期に達するまでの子について

育児目的休暇制度を利用した男性労働者数

公表前事業年度に配偶者が出産した男性労働者数

（小数第１位以下切り捨て）

の合計数 育児休業等および育児

目的休暇制度を利用し

た男性労働者数の合計

数の割合（％）

＝

(３)公表前事業年度において配偶者が出産した男性労働者数に対する、公表前事業年度にお
いて育児休業等をした男性労働者数および育児目的休暇制度を利用した男性労働者数の
合計数の割合と育児目的休暇制度の具体的内容

         公表前事業年度に育児休業等をした男性労働者数

公表前事業年度に配偶者が出産した男性労働者数

（男性労働者の育児休業等の取得に関する状況）
以下の(１)から(３)について公表すること。
(１)公表前事業年度において育児休業等をした男性労働者数
(２)公表前事業年度において配偶者が出産した男性労働者数に対する、公表前事業年度にお

いて育児休業等をした男性労働者数の割合

＝ 育児休業等をした

男性労働者数の割合（％）

（小数第１位以下切り捨て）

公表事項１

■■公公表表事事項項
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公表事項2

(女性労働者の育児休業等の取得に関する状況）
 公表前事業年度において出産した女性労働者数に対する公表前事業年度において
 育児休業等をした女性労働者数の割合

           公表前事業年度に育児休業等をした女性労働者数

公表前事業年度に出産した女性労働者数

育児休業等をした

女性労働者数の割合（％）
＝

（小数第１位以下切り捨て）

公表事項３

３歳から小学校就学の始期に達するまでの子を育てる労働者のために実施している短時間

勤務制度等の措置の内容

○短時間勤務制度等の措置の内容とは、以下のものをいいます。

①育児休業に関する制度に準ずる措置 ②所定外労働の制限
③短時間勤務制度 ④フレックスタイム制度
⑤始業・終業時刻の繰上げまたは繰下げの制度 ⑥事業所内保育施設の設置運営
⑦育児に要する経費の援助措置等

○中小事業主については別途、公表前事業年度とその前の一定期間（最長３年間）を
合わせて計算した値を、任意で公表できます。

公表事項４

（労働時間に関する状況）
 公表前事業年度におけるフルタイムの労働者等１人あたりの各月ごとの法定時間外
 労働および法定休日労働の合計時間数

公表事項５

（労働時間に関する状況）
公表前事業年度における平均した１か月あたりの法定時間外労働時間が６０時間以上
である労働者の数

公表事項６

特例認定基準９（１９ページ参照）に適合するものとして講ずる次の①～③の措置の内容

①所定外労働削減のための措置

②年次有給休暇の取得の促進のための措置

③短時間正社員制度、在宅勤務、テレワークその他働き方の見直しに資する多様な労働

条件の整備のための措置

○公表前事業年度の平均年次有給休暇取得率についても、併せて公表することが望まれます。

(2)公表前々事業年度において出産した女性労働者数および公表前々事業年度において出
産する予定であった女性労働者のうち退職した女性労働者数の合計数に対する、公表
前事業年度に在職しているまたは在職していた女性労働者数の割合
○中小事業主については別途、公表前事業年度とその前の一定期間（最長３年間）を

合わせて計算した値を、任意で公表できます。

公表前々事業年度に出産した女性労働者数のうち、

公表前事業年度に在職しているまたは在職していた女性労働者数

公表前々事業年度に

・出産した女性労働者数

・出産する予定であった女性労働者のうち退職した

女性労働者数

在職しているまたは在

職していた女性労働者

数の割合（％）

の合計数

＝

（小数第１位以下切り捨て）

公表事項８

特例認定基準１１（２１ページ参照）に適合するものとして策定している計画の内容
およびその実施状況

公表前々事業年度において出産した女性労働者数のうち
公表前事業年度に在職しているまたは在職していた女性労働者数

公表前々事業年度において出産した女性労働者数

在職しているまたは在

職していた女性労働者

数の割合（％）
＝

（小数第１位以下切り捨て）

（女性の継続就業に関する状況）
以下の(１)または(２)について公表すること。
(１)公表前々事業年度において出産した女性労働者数に対する、公表前事業年度に在職して

いる、または在職していた女性労働者数の割合
○中小事業主については別途、公表前事業年度とその前の一定期間（最長３年間）を

合わせて計算した値を、任意で公表できます。

公表事項７
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公表事項2

(女性労働者の育児休業等の取得に関する状況）
 公表前事業年度において出産した女性労働者数に対する公表前事業年度において
 育児休業等をした女性労働者数の割合

           公表前事業年度に育児休業等をした女性労働者数

公表前事業年度に出産した女性労働者数

育児休業等をした

女性労働者数の割合（％）
＝

（小数第１位以下切り捨て）

公表事項３

３歳から小学校就学の始期に達するまでの子を育てる労働者のために実施している短時間

勤務制度等の措置の内容

○短時間勤務制度等の措置の内容とは、以下のものをいいます。

①育児休業に関する制度に準ずる措置 ②所定外労働の制限
③短時間勤務制度 ④フレックスタイム制度
⑤始業・終業時刻の繰上げまたは繰下げの制度 ⑥事業所内保育施設の設置運営
⑦育児に要する経費の援助措置等

○中小事業主については別途、公表前事業年度とその前の一定期間（最長３年間）を
合わせて計算した値を、任意で公表できます。

公表事項４

（労働時間に関する状況）
 公表前事業年度におけるフルタイムの労働者等１人あたりの各月ごとの法定時間外
 労働および法定休日労働の合計時間数

公表事項５

（労働時間に関する状況）
公表前事業年度における平均した１か月あたりの法定時間外労働時間が６０時間以上
である労働者の数

公表事項６

特例認定基準９（１９ページ参照）に適合するものとして講ずる次の①～③の措置の内容

①所定外労働削減のための措置

②年次有給休暇の取得の促進のための措置

③短時間正社員制度、在宅勤務、テレワークその他働き方の見直しに資する多様な労働

条件の整備のための措置

○公表前事業年度の平均年次有給休暇取得率についても、併せて公表することが望まれます。

(2)公表前々事業年度において出産した女性労働者数および公表前々事業年度において出
産する予定であった女性労働者のうち退職した女性労働者数の合計数に対する、公表
前事業年度に在職しているまたは在職していた女性労働者数の割合
○中小事業主については別途、公表前事業年度とその前の一定期間（最長３年間）を

合わせて計算した値を、任意で公表できます。

公表前々事業年度に出産した女性労働者数のうち、

公表前事業年度に在職しているまたは在職していた女性労働者数

公表前々事業年度に

・出産した女性労働者数

・出産する予定であった女性労働者のうち退職した

女性労働者数

在職しているまたは在

職していた女性労働者

数の割合（％）

の合計数

＝

（小数第１位以下切り捨て）

公表事項８

特例認定基準１１（２１ページ参照）に適合するものとして策定している計画の内容
およびその実施状況

公表前々事業年度において出産した女性労働者数のうち
公表前事業年度に在職しているまたは在職していた女性労働者数

公表前々事業年度において出産した女性労働者数

在職しているまたは在

職していた女性労働者

数の割合（％）
＝

（小数第１位以下切り捨て）

（女性の継続就業に関する状況）
以下の(１)または(２)について公表すること。
(１)公表前々事業年度において出産した女性労働者数に対する、公表前事業年度に在職して

いる、または在職していた女性労働者数の割合
○中小事業主については別途、公表前事業年度とその前の一定期間（最長３年間）を

合わせて計算した値を、任意で公表できます。

公表事項７
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公表事項９（プラスの場合のみ）

不妊治療のための休暇制度・不妊治療のために利用することができる両立支援制度の内
容

○不妊治療のための休暇制度とは、不妊治療を含む多様な目的で利用することができる

休暇制度や利用目的を限定しない休暇制度を言います。また、年次有給休暇は含みま

せん。

○不妊治療のために利用することができる両立支援制度の内容とは、以下のものをいい

ます。

①年次有給休暇を半日又は時間を単位として取得することができる制度
②所定外労働の制限に関する制度
③一日の所定労働時間を変更することなく始業及び終業の時刻を繰り上げ又は繰り

下げる制度
④フレックスタイム制
⑤所定労働時間の短縮の制度
⑥テレワーク

公表事項１０（プラスの場合のみ）

（研修その他の取組の実施状況）
公表前事業年度における不妊治療と仕事との両立に関する研修その他の不妊治療と

仕事との両立に関する労働者の理解を促進するための取組

○研修その他の取組は、少なくとも年に１回以上、全ての労働者を対象に実施している
ことが必要です。

１ くるみん認定を取り消すとき

（１）次世代育成支援対策推進法（以下「法」という。）第１３条に規定する基準に適合し
なくなったと認めるとき

→・制度・措置の廃止または一定の水準を満たさない制度への改定等を行い、認定基準
7・９（１４、１５ページ参照）を満たさなくなった場合

・認定基準5・６（１２、１３ページ参照）で公表した割合又は数を公表しなくなっ
た場合（ただし、新たにくるみん認定やプラチナくるみん認定を取得した場合は、
以前に受けた認定に関する割合又は数を公表していなくても取消しの対象にはなり
ません。）

・法および法に基づく命令その他関係法令に違反する重大な事実が発生したことによ
り認定基準１０（１５ページ参照）を満たさなくなった場合 等

（２）法または法に基づく命令に違反したとき
→・常時雇用する労働者が１０１人以上の企業であって、都道府県労働局が提出を指導

したにもかかわらず、行動計画を策定した旨を届け出ない場合
・常時雇用する労働者が１０１人以上の企業であって、都道府県労働局が行動計画の

公表および労働者への周知を適切に行うよう指導したにもかかわらず、公表および
労働者への周知を適切に行わない場合

・くるみんマーク・トライくるみんマークの表示と紛らわしい表示をした場合 等

（３）（２）のほか、認定一般事業主として適当でなくなったと認めるとき
→・不正の手段により認定を受けていた場合

・認定一般事業主が社会問題となるような事件を起こした場合 等

（法第１５条）

下記の場合、認定および特例認定の取消しの対象となりますので、ご注意ください。
なお、該当する事由が生じた場合、認定した都道府県労働局雇用環境・均等部（室）にご連絡
ください。

■■認認定定・・特特例例認認定定のの取取消消ししににつついいてて

２ プラチナくるみん認定を取り消すとき

（１）法第１５条の規定により法第１３条の認定を取り消されたとき
→くるみん認定が取り消された場合

（２）法第１５条の２に規定する基準に適合しなくなったと認めるとき
→・プラチナくるみん認定の取得後、「両立支援のひろば」にて公表した「次世代育成

支援対策の実施状況」が下記の基準を満たしておらず、その公表の翌事業年度の公
表においても下記の基準を満たさない場合
(ⅰ)特例認定基準５（１８ページ参照）
(ⅱ)特例認定基準６（１９ページ参照）
(ⅲ)特例認定基準８（認定基準８）（１４ページ参照）
(ⅳ) 特例認定基準１０（２０ページ参照）

※以下の表のとおり、特例認定後１回目の公表（(例)のケースでは令和２年
6月1日）で基準を満たさず、２回目の公表（令和３年6月1日）でも同じ
項目について２回連続で基準を満たさなかった場合、取消しの対象となり
ます。経過措置については次頁を参照してください。

R２
4.1 6.1 6.1

R3
4.1

特例
認定

１回目公表×
31.4.1～2.3.31）

２回目公表×
（2.4.1～3.3.31）

特特例例認認定定のの取取消消しし
((例例))

（法第１５条の５）
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